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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　コイルの近接領域に磁性体を配置して前記磁性体の有無又は磁性体量を検知する磁性体
検知装置において、
　前記コイルは、第１コイルと、前記第１コイルと磁気的結合された第２コイルとからな
り、
　前記第１コイルを有する第１共振回路と、前記第２コイルを有する第２共振回路と、前
記第１共振回路と前記第２共振回路との両方に兼用される兼用コンデンサと、前記第１コ
イルと前記第２コイルと前記兼用コンデンサとのそれぞれの一端が互いに接続された接続
点と、を有し、
　前記兼用コンデンサは、前記第１共振回路と前記第２共振回路とのそれぞれの回路電流
が前記接続点を通って同時に流れ込む状態で使用され、
　前記近接領域の磁性体の透磁率が変化することによって前記第１コイルと第２コイルの
インダクタンス変化を取り出して出力とする
　ことを特徴とする磁性体検知装置。
【請求項２】
　コイルの近接領域に磁性体を配置して前記磁性体の有無又は磁性体量を検知する磁性体
検知装置において、
　前記コイルは、第１の共振回路の第１コイルと前記第１コイルに磁気的結合された第２
の共振回路の第２コイルとからなり、
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　前記第１共振回路のコンデンサは、前記第２共振回路のコンデンサと兼用しており、
　前記第１共振回路の共振周波数は前記第１コイルと前記兼用コンデンサに基づいて決め
られ、前記第２共振回路の共振周波数は前記第２コイルと前記兼用コンデンサに基づいて
決められて、前記第１と第２の共振回路の共振周波数は略同一に設定され、
　前記第１と第２の共振回路からなる検知回路は、所定の一定周波数を発振する発振回路
からの出力を入力とし、前記検知回路の入力側と出力側との位相差を取り出して出力とす
る
　ことを特徴とする磁性体検知装置。
【請求項３】
　請求項２に記載の磁性体検知装置において、
　前記検知回路の共振周波数は、前記発振回路の発振周波数と略一致するように設定する
ことを特徴とする磁性体検知装置。
【請求項４】
　請求項１、２又は３に記載の磁性体検知装置において、
　前記兼用コンデンサは、その静電容量が自在に調整可能なコンデンサであることを特徴
とする磁性体検知装置。
【請求項５】
　請求項２、３又は４に記載の磁性体検知装置において、
　前記発振回路は、水晶又はセラミックを含む固体の発振子を用いて発振することを特徴
とする磁性体検知装置。
【請求項６】
　コイルの近接領域に磁性体を配置して前記磁性体の有無又は磁性体量を検知する磁性体
検知装置において、
　前記コイルは、第１の共振回路の第１コイルと前記第１コイルに磁気的結合された第２
の共振回路の第２コイルとからなり、
　前記第１共振回路のコンデンサは、前記第２共振回路のコンデンサと兼用しており、
　前記第１共振回路の共振周波数は前記第１コイルと前記兼用コンデンサに基づいて決め
られ、前記第２共振回路の共振周波数は前記第２コイルと前記兼用コンデンサに基づいて
決められて、前記第１と第２の共振回路の共振周波数は略同一に設定され、
　前記第１と第２の共振回路からなる検知回路は、前記第１コイルの前流側に抵抗器又は
抵抗成分の大きなインピーダンス素子を設けるとともに、所定の一定周波数を発振する発
振回路からの出力をその発振動作を安定させるための前記抵抗器又は抵抗成分の大きなイ
ンピーダンス素子を通して前記第１コイルに導き、前記検知回路の入力側と出力側との位
相差を取り出して出力とする
　ことを特徴とする磁性体検知装置。
【請求項７】
　請求項２又は６に記載の磁性体検知装置において、
　前記検知回路の入力側と出力側との位相差を取り出して出力とすることに代えて、前記
第１共振回路及び前記第２の共振回路に流れる電流の振幅変化を取り出して出力とするこ
とを特徴とする磁性体検知装置。
【請求項８】
　コイルの近接領域に磁性体を配置して前記磁性体の有無又は磁性体量を検知する磁性体
検知装置において、
　前記コイルは、第１の共振回路の第１コイルと前記第１コイルに磁気的結合された第２
の共振回路の第２コイルとからなり、
　前記第１共振回路のコンデンサは、前記第２共振回路のコンデンサと兼用しており、
　前記第１共振回路の共振周波数は前記第１コイルと前記兼用コンデンサに基づいて決め
られ、前記第２共振回路の共振周波数は前記第２コイルと前記兼用コンデンサに基づいて
決められて、前記第１と第２の共振回路の共振周波数は略同一に設定され、
　前記第１と第２の共振回路からなる検知回路は、前記第１コイルの前流側に抵抗器又は
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抵抗成分の大きなインピーダンス素子を設けるとともに、所定の一定周波数を発振する発
振回路からの出力をその発振動作を安定させるための前記抵抗器又は抵抗成分の大きなイ
ンピーダンス素子を通して前記第１コイルに導き、前記抵抗器又は抵抗成分の大きなイン
ピーダンス素子の両端の位相差を取り出して出力とする
　ことを特徴とする磁性体検知装置。
【請求項９】
　請求項１乃至８のいずれか１つの請求項に記載の磁性体検知装置を搭載した現像装置。
【請求項１０】
　請求項１乃至８のいずれか１つの請求項に記載の磁性体検知装置を現像装置に付設した
画像形成装置。
【請求項１１】
　請求項１乃至８のいずれか１つの請求項に記載の磁性体検知装置を現像装置に付設した
ディジタル複写機。
【請求項１２】
　請求項１乃至８のいずれか１つの請求項に記載の磁性体検知装置を用いて現像装置のト
ナー濃度を検知することを特徴とするトナー濃度検知装置。
【請求項１３】
　請求項１乃至８のいずれか１つの請求項に記載の磁性体検知装置で使用する、前記コイ
ルの近接領域に配置する磁性体に代えて、導体を配置して前記導体の有無を検知する導体
検知装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明が属する技術分野】
本発明は、例えばＰＰＣ（Ｐｌａｉｎ　Ｐａｐｅｒ　Ｃｏｐｉｅｒ）、ＬＢＰ（Ｌａｓｅ
ｒ　Ｂｅａｍ　Ｐｒｉｎｔｅｒ）等に備えられる装置であって、トナー等の磁性体の有無
又はその量を非接触で検知する磁性体のレベル検知装置に関する。
【０００２】
【従来の技術】
電子写真複写装置においては、一般に、感光体ドラムの表面を帯電器によって一様に帯電
させ、感光体を画像情報に基づいて露光することにより静電潜像を形成し、この静電潜像
にトナーを選択的に付着させて現像し、得られたトナー像を普通紙に転写した後に定着し
て最終画像を得ている。
【０００３】
図２に現像装置の構成例を示す。この現像装置は小径２段現像ローラ方式であり、感光体
ドラムに隣接して上現像スリーブと下現像スリーブが配置され、着色剤を主体とする非磁
性体トナーと磁性キャリアとからなる現像剤をパドルローラで感光体ドラム表面に送給す
る。現像が実施されるにつれて磁性キャリアは殆ど減少することはないがトナーは減少す
るので、減少したトナーを補充するためにトナーホッパが設けられ、このホッパに補充用
トナーが収容されている。
【０００４】
磁性キャリアに対するトナーの混合比率が低下すると現像画像の濃度が薄くなり、混合比
率が高くなるとその逆になる。適正品質の画像を得るために現像装置に収容されているト
ナーを常に適正な一定レベル範囲に保持する必要があり、そのために、現像剤中のトナー
濃度を検知するトナー濃度検知装置（Ｔセンサ）が設置されている。また、現像装置には
現像剤と補充用トナーとの混合状態を均一にするために撹拌ローラが設けられている。
【０００５】
現像装置中におけるトナー濃度を検知する具体的な回路構成についての従来例として、特
開平６ー２８９７１７号公報に開示された技術がある。この公報におけるトナー濃度を検
知するための磁気的検知装置は、現像剤に隣接した検知コイルと現像剤に離隔した基準コ
イルを直列接続して交流駆動源で駆動され、両コイル接続点の差動出力電圧と交流駆動源
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の電圧との位相差を求めて現像剤中の磁気的変動を検知している。即ち、いわゆる差動ト
ランス型の位相差検知を用いたものである。
【０００６】
また、トナーホッパ内のトナー量が基準量まで低下したか否かを感度良く安定に検知する
従来技術として、特開２０００ー１３１１２０号公報が挙げられる。この公報によると、
互いに磁気的結合されたコイルＬ１とコイルＬ２の近傍に現像装置を配置し、当該Ｌ１と
Ｌ２のそれぞれに並列接続されたコンデンサＣ１とＣ２を設け、Ｌ１とＣ１で第１の共振
回路を形成し、Ｌ２とＣ２で第２の共振回路を形成して全体として同調回路を構成してい
る。そして、この同調回路はその前流の固体発振回路と接続されるとともに、この同調回
路の出力は、検波回路に入力された後に比較回路で基準電圧とそのレベルを比較されて、
トナーレベルが基準レベルにまで達したか否かが検知される。
【０００７】
この公知例では、現像装置のトナーレベルが基準量と略等しくなるときに、当該トナーレ
ベルの磁性キャリアの磁気的影響によって共振回路の共振周波数が前記固体発振器の発振
周波数に近似するようになっているので、同調回路してのインピーダンスは最小となる。
また、コイルＬ１に並列にコンデンサＣ１を接続して共振回路を形成し、更にＬ２とＣ２
の共振回路と相俟って、同調回路のＱ値を高くしているので、トナーレベルを高感度に検
知することができるものである。また、この公報ではトナーの量を定量的に検知してアナ
ログ出力することも可能である趣旨が記述されている。
【０００８】
【発明が解決しようとする課題】
従来技術の特開平６ー２８９７１７号公報では、検知コイルと基準コイルとを用いた差動
トランスによる位相差検出であって、その特徴は両コイルのいずれか一方のコイルに並列
に感度調整用抵抗を接続することにより、差動出力電圧の位相は検知コイル側の急激なイ
ンダクタンス変化に対して徐々に変化することになってトナー濃度制御を安定して行おう
とするものである。
【０００９】
この公報の技術では、両コイルと交流電源で発振回路を形成しているので、検知する磁性
体に個別に合わせて、差動トランスの中の磁性体のコアを調整する必要がある。また、安
定に発振させるのが難しく、発振周波数は数百ヘルツと低く、ＬやＣを大きくする必要が
有るため、小型化や低コスト化に課題がある。
【００１０】
また、従来技術の特開２０００ー１３１１２０号公報では、固体発振回路と第１共振回路
及び第２共振回路を用いてトナー濃度を検知することができる旨を記述していて、トナー
濃度検知は第１及び第２共振回路からなる同調回路の出力レベルとして取り出している。
【００１１】
このように、磁性体の有無により、同調回路の出力振幅の変化を出力信号として取り出し
ているので（位相差信号を検出していない）、精度・感度共に不十分であり、磁性体の有
無の検知は可能かも知れないが、トナー濃度の様な連続量のアナログ的な検知は困難であ
るという課題がある。
【００１２】
本発明の目的は、トナー濃度などの磁性体検知の動作を安定して実施するとともに、磁性
体検知の感度を向上させる改善、改良された磁性体検知装置を提供することにある。
【００１３】
【課題を解決するための手段】
　前記課題を解決するために、本発明は主として次のような構成を採用する。
　コイルの近接領域に磁性体を配置して前記磁性体の有無又は磁性体量を検知する磁性体
検知装置において、
前記コイルは、第１コイルと、前記第１コイルと磁気的結合された第２コイルとからなり
、前記第１コイルを有する第１共振回路と、前記第２コイルを有する第２共振回路と、前
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記第１共振回路と前記第２共振回路との両方に兼用される兼用コンデンサと、前記第１コ
イルと前記第２コイルと前記兼用コンデンサとのそれぞれの一端が互いに接続された接続
点と、を有し、前記兼用コンデンサは、前記第１共振回路と前記第２共振回路のそれぞれ
の回路電流が前記接続点を通って同時に流れ込む状態で使用され、前記近接領域の磁性体
の透磁率が変化することによって前記第１コイルと第２コイルのインダクタンス変化を取
り出して出力とする磁性体検知装置。
【００１４】
また、コイルの近接領域に磁性体を配置して前記磁性体の有無又は磁性体量を検知する磁
性体検知装置において、
前記コイルは、第１の共振回路の第１コイルと前記第１コイルに磁気的結合された第２の
共振回路の第２コイルとからなり、
前記第１共振回路のコンデンサは、前記第２共振回路のコンデンサと兼用しており、
前記第１共振回路の共振周波数は前記第１コイルと前記兼用コンデンサに基づいて決めら
れ、前記第２共振回路の共振周波数は前記第２コイルと前記兼用コンデンサに基づいて決
められて、前記第１と第２の共振回路の共振周波数は略同一に設定され、
前記第１と第２の共振回路からなる検知回路は、所定の一定周波数を発振する発振回路か
らの出力を入力とし、前記検知回路の入力側と出力側との位相差を取り出して出力とする
磁性体検知装置。
【００１５】
また、前記磁性体検知装置において、前記検知回路の共振周波数は、前記発振回路の発振
周波数と略一致するように設定する磁性体検知装置。
【００１６】
また、コイルの近接領域に磁性体を配置して前記磁性体の有無又は磁性体量を検知する磁
性体検知装置において、
前記コイルは、第１の共振回路の第１コイルと前記第１コイルに磁気的結合された第２の
共振回路の第２コイルとからなり、
前記第１共振回路のコンデンサは、前記第２共振回路のコンデンサと兼用しており、
前記第１共振回路の共振周波数は前記第１コイルと前記兼用コンデンサに基づいて決めら
れ、前記第２共振回路の共振周波数は前記第２コイルと前記兼用コンデンサに基づいて決
められて、前記第１と第２の共振回路の共振周波数は略同一に設定され、
前記第１と第２の共振回路からなる検知回路は、前記第１コイルの前流側に抵抗器又は抵
抗成分の大きなインピーダンス素子を設けるとともに、所定の一定周波数を発振する発振
回路からの出力をその発振動作を安定させる前記抵抗器又は抵抗成分の大きなインピーダ
ンス素子を通して前記第１コイルに導き、前記検知回路の入力側と出力側との位相差を取
り出して出力とする磁性体検知装置。
【００１７】
【発明の実施の形態】
本発明の種々の実施形態に係る磁性体検知装置について、図面を用いて以下説明する。図
１は、本発明の実施形態に係る磁性体検知装置を適用する電子写真複写装置に関する概要
を示す図であり、図２は、トナー濃度センサなどの磁性体検知装置を設置された現像装置
の構成を示す図であり、図３は、本実施形態に係る磁性体検知装置の基本的な回路構成を
示す図であり、図４は、本実施形態に関する回路構成の他の構成例を示す図である。また
、図５は、本実施形態に係る磁性体検知装置に関する基本的な機能を説明するための図で
あり、図６は、本実施形態に関する回路構成における信号波形を示す図である。
【００１８】
ここで、１は読取部、２はランプ、３はＣＣＤ、４は増幅器、５はＡ／Ｄ変換部、６は画
像処理部、８はシューディング補正、９はフィルタ、１０はγ補正、１１は階調処理、１
２は像形成部、１３は書き込み部、１４は露光、１５は帯電チャージャ、１６は現像スリ
ーブ、１７は給紙トレー、２０は磁性体検知回路、２１は発振回路、２２は共振回路（検
知回路）、２３は位相比較回路、２４は積分回路、２５はインピーダンス変換回路、２６
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は現像剤、をそれぞれ表す。
【００１９】
図１に示す電子写真複写装置は、その全体構成を見れば、読取部１において、ランプ２か
ら照射された光は原稿面で反射してＣＣＤ３により電気信号に変換され、増幅器４で振幅
調整された後にＡ／Ｄ変換器５で量子化されたディジタル画像データとなる。生成された
ディジタル画像データは、画像処理部６に入力され、シェーディング補正処理８、フィル
タ処理９、γ補正処理１０、階調処理１１等をこの順序で施されて像形成部１２に送られ
る。
【００２０】
像形成部１２に入力されたディジタル画像データは、書き込み部１３で、そのデータ値に
従いレーザ光１４に変換され、帯電チャージャー１５により帯電された感光体に照射され
、感光体面に静電潜像を形成する。現像スリーブ１６は、形成された静電潜像に従い、感
光体面にトナーを付着させる。感光体面に付着したトナーは、給紙トレー１７から送られ
てきた紙面上に転写され、定着部１８を通り、複写原稿として出力される。
【００２１】
図２に示す現像装置において、磁性キャリアに対するトナーの混合比率を常に適正値に保
って高品質の画像を得るために、現像装置内のトナー濃度を検知してこれを所定値に維持
する必要がある。トナー濃度が低下したことが検知されれば、トナーホッパから補充用の
トナーを補給して適正なトナー濃度とするように制御されるものである。そのため、現像
剤中のトナー濃度を検知するトナー濃度検知装置（Ｔセンサ）が設置されている。
【００２２】
図３にトナー濃度検知を具体的な一例とする磁性体検知回路２０を示す。この磁性体検知
回路２０は、本発明の実施形態の特徴を端的に表しており、発振回路２１、共振回路２２
、位相比較回路２３、積分回路２４、インピーダンス変換回路２５を、その基本的な構成
としている。発振回路２１は、水晶やセラミックなどの固体の発振子を用いて発振するも
のであり、水晶やセラミックなどの固体の発振子の持つ固有の振動数に基づいて発振周波
数が決定するので、装置の使用環境や電源電圧の影響を受け難く、磁性体検知の一構成要
素として安定した且つ精度の良い検知が可能となるものである。
【００２３】
また、共振回路（検知回路：磁性体の有無又はその量を実質的に検知する回路である）２
２は、発振回路２１からの出力を抵抗Ｒ３を通して第１コイルＬ１に入力される。共振回
路２２は、第１コイルＬ１とコンデンサを共有する共有コンデンサＣ３とからなる第１共
振回路と、第１コイルＬ１と磁気的結合定数ｋで結合された第２コイルＬ２と前記共有コ
ンデンサＣ３とからなる第２共振回路と、を備えている。図２で第１コイルＬ１及び第２
コイルＬ２の近傍に非接触で現像装置内の磁性キャリアと非磁性トナーの混合した現像剤
２６が配置され、現像剤における磁性体の有無、その量又は具体的にはトナーの濃度など
によってコイルＬ１及びＬ２の実質的インダクタンスに影響を与える。
【００２４】
本実施形態における特徴の１つである、第１と第２の共振回路のコンデンサを共有（即ち
、共通化、兼用）してコンデンサＣ３を採用することによって、共振回路の構成要素の中
でその値のバラツキの大きなコンデンサを共有にすることで容易に一次と二次の共振周波
数の差を最小限に抑えることができる。
【００２５】
また、コンデンサを共有とすることで、それぞれの共振回路にそれぞれコンデンサを設け
るものと同等の共振特性を保持することができるとともに、コンデンサの数を減少させる
ことによるコストダウンも図れる。
【００２６】
更に、トナー濃度などの磁性体検知出力を大きく取るために、発振回路２１の発振周波数
ｆｏｓｃと共振回路２２の共振周波数ｆｃを一致させることが望ましいが（一例として、
トナー濃度が最適値である状態のときに、ｆｏｓｃとｆｃとを略一致させる）、その際、
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共振周波数ｆｃを調整するにはコンデンサＣ３の容量値のみを調整すれば良いことになり
、周波数調整を容易に行える。この場合、第１と第２のコイルは工夫したコイル成形手法
から容易に双方のインダクタンスを同程度にすることができ得る。
【００２７】
また、発振周波数ｆｏｓｃと共振周波数ｆｃを略一致させることにより、トナー濃度の変
化に対する大きな出力変動値を得ることができ（その詳細は図５の説明で後述する）、ト
ナー濃度検知で十分な感度を確保することができる。
【００２８】
図４において、図３に示す単一の共有コンデンサＣ３に代えて、コンデンサ容量を変化さ
せるために、バリキャップダイオードＤと直流カットコンデンサＣ２を直列接続し且つそ
の接続点に抵抗を介して制御電圧を印加する構成を用いて、制御電圧を変えることで可変
容量を得る。図４の構成例ではコンデンサＣ３に並列に前記可変容量を接続しているが、
前記Ｃ３を用いないで前記Ｄ及びＣ２からなる回路構成としても良い。図４に示すように
、第１及び第２コイルＬ１，Ｌ２に接続する共有（兼用、共通）のコンデンサの容量を容
易に可変することができて、共振回路（検知回路）の共振周波数を発振周波数ｆｏｓｃに
合わせるように調整することができる。
【００２９】
次に、共振回路２２の抵抗Ｒ３の機能について説明する。発振回路２１の出力端と第１共
振回路（Ｌ１，Ｃ３）との間に挿入されたＲ３によって、共振回路２２の共振点での入力
インピーダンスを大きくすることができ、発振回路がそれ自体の回路構成要素で安定して
発振することができる。Ｒ３が挿入しないと発振回路が共振回路の回路構成要素の影響を
受けて、発振が安定しない現象が生じる。このことから、抵抗Ｒ３は抵抗器であることは
勿論、抵抗成分の大きな回路素子であっても良い。
【００３０】
共振回路２２の出力は位相差として取り出すようになっているが、図３に示す具体的構成
では、発振回路の出力Ｖ１と第２コイルの共有コンデンサ側端の出力Ｖ２を（即ち、共振
回路（検知回路）の入力端と出力端の信号を）、位相比較回路２３のイクシクルーシブＯ
Ｒのそれぞれの入力端に印加して、Ｖ１とＶ２の位相差に依存した出力信号を得るように
している。図３に示す位相比較回路２３のイクシクルーシブＯＲの他方の入力信号は、図
示の第２コイルＬ２のＶ２に代えて、抵抗Ｒ３の第１コイル側端から導いても良い。即ち
、抵抗Ｒ３の両端からイクシクルーシブＯＲの両入力端に接続しても位相差を得ることが
できる。これは、発振回路２１の出力側、抵抗Ｒ３、第１コイルＬ１及び共有コンデンサ
Ｃ３からなる閉回路に流れる電流が、抵抗成分とリアクタンス成分からなるインピーダン
スにしたがったベクトル量であるから、抵抗Ｒ３の両端における電圧間には位相差が生じ
るのである。この位相差の取り出し方法は信号として安定はしているがその信号値は小さ
い。これに対して、図２に示す位相差の取り出し方法はその信号値が大きいものとなり、
確実で十分な位相差出力を得ることができる。
【００３１】
次に、位相比較回路２３における共振回路側からの出力による位相比較の機能、作用につ
いて、図５と図６を用いて説明する。図５に示すグラフにおいて、横軸は共振回路２２で
の周波数、縦軸は図３に示すＶ１とＶ２の位相差である。実線がトナー濃度が適正の場合
の周波数に対する位相差特性を示し、破線はトナー濃度が適正値よりも低い場合の周波数
に対する位相差特性を示す。
【００３２】
図３に示す共振回路のＶ１とＶ２の位相差出力をプロットすると、図５に示す実線と破線
の特性を得ることができ（実験的に得たデータである）、共振回路で使用する周波数が発
振回路の周波数ｆｏｓｃに一致又は略等しい領域において位相差出力は大きく変動する特
性を示す。この特性はトナー濃度の高低によらず同様の傾向を表す。今、共振周波数ｆｏ
ｓｃに一致する周波数である場合に、トナー濃度が適正であれば位相差は４７度であり、
トナー濃度が低ければ位相差は８８度であって、トナー濃度が適正値から低下すると、位
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相差が４７度から８８度に変化して十分な出力差を得ることができる。
【００３３】
図５に示すように、発振周波数と一致する共振周波数の点で大きな位相差出力が得られる
定性的な説明として、第１共振回路（Ｌ１，Ｃ３）のＱ１と第２共振回路（Ｌ２，Ｃ３）
のＱ２を乗じた統合のＱに基づいた出力が得られることに加えて、コンデンサＣ３を共有
したことによる第１と第２の共振回路への互いのフィードバックによる相乗効果によるも
のと考えられる。
【００３４】
これに対して、共振回路２２において発振周波数ｆｏｓｃより低い共振周波数ｆｃを用い
た場合には、図５に示す実線と破線の位相差特性から明らかなように、トナー濃度の適正
値と低減値とで位相差出力が殆ど生じない。
【００３５】
図６は位相差比較回路２３のイクシクルーシブＯＲの両入力端にＶ１とＶ２の信号が印加
された場合における出力を示す。イクシクルーシブＯＲの特性は入力（０，０）、（１，
１）で出力０であり、入力（０，１）、（１，０）で出力１であるものを用いる。
【００３６】
また、図３に戻って、位相比較回路２３の出力は、積分回路２４とインピーダンス変換回
路２５を経て波形変換処理されて、磁性体検知回路２０全体の出力とされる。
【００３７】
以上説明した磁性体検知回路は、図２に示すような現像装置を備えた画像形成装置に適用
できるものであり、更に、図１に示すようなプリンタ、スキャナを含めたディジタル複写
機にも当然に採用できるものである。
【００３８】
更に、以上の説明では、第１コイル及び第２コイルに近傍で非接触で磁性体を配置するこ
とで、透磁率に応じてインダクタンスが変化することを利用したものであるが、これに限
らず、両コイルに近接した領域に導体を配置して、コイルからの磁束による導体内渦電流
での磁界の影響でコイルインダクタンスが変化することを利用するものであっても良い。
即ち、電気電導率に応じてインダクタンスが変化することを利用した導体検知にも適用で
きる。
【００３９】
また、図３の回路構成では、共振回路（検知回路）の出力を位相差として取り出して位相
比較する例を示したが、検知回路の出力を位相差として取り出すことに代えて、例えば、
図７に示すように、コイル近接領域の磁性体の透磁率変化による第１のコイルと第２のコ
イルのインダクタンス変化が引き起こす、第１及び第２共振回路に流れる電流の振幅変化
を検知回路を通して出力として取り出しても良い。
【００４０】
また、現像剤２６が第１及び第２のコイルＬ１，Ｌ２に近接して設けられることを説明し
たが、コイルの一方に近接したものでも良い。
【００４１】
【発明の効果】
本発明によれば、第１共振回路と第２共振回路に共有コンデンサを用いることで、共振回
路（検知回路）の共振周波数を容易に調整することができるとともに、第１と第２の共振
回路の共振周波数をたやすく揃えることができる。
【００４２】
また、第１共振回路と第２共振回路を備えた検知回路を固体振動子の発振回路出力で駆動
するとともに、発振周波数と共振周波数を略一致させることで磁性体検知出力を大きく取
り出すことができる。更に、共有コンデンサを有した共振回路の入出力端の位相差出力を
検出することで磁性体検知感度を向上させることができる。
【００４３】
また、発振回路と共振回路の間に抵抗成分を介在させることで発振回路で安定な発振をさ
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せることができて、確実な回路動作を行わせることができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の実施形態に係る磁性体検知装置を適用する電子写真複写装置に関する概
要を示す図である。
【図２】トナー濃度センサなどの磁性体検知装置を設置された現像装置の構成を示す図で
ある。
【図３】本実施形態に係る磁性体検知装置の基本的な回路構成を示す図である。
【図４】本実施形態に関する回路構成の他の構成例を示す図である。
【図５】本実施形態に係る磁性体検知装置に関する基本的な機能を説明するための図であ
る。
【図６】本実施形態に関する回路構成における信号波形を示す図である。
【図７】本実施形態に係る磁性体検知装置の出力取り出しに関する構成例を示す図である
。
【符号の説明】
１　読取部
２　ランプ
３　ＣＣＤ
４　増幅器
５　Ａ／Ｄ変換部
６　画像処理部
８　シューディング補正
９　フィルタ
１０　γ補正
１１　階調処理
１２　像形成部
１３　書き込み部
１４　露光
１５　帯電チャージャ
１６　現像スリーブ
１７　給紙トレー
２０　磁性体検知回路
２１　発振回路
２２　共振回路（検知回路）
２３　位相比較回路
２４　積分回路
２５　インピーダンス変換回路
２６　現像剤
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